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毎週火曜・金曜日発行� ○印は長崎県例規集に登載するもの

◎　規　則� 所管課（室）名　

　○長崎県漁業調整規則の一部を改正する規則� 漁 業 振 興 課

　○長崎県財務規則の一部を改正する規則� 会 計 課

◎　告　示

　・公有水面埋立ての竣功認可� 漁 港 漁 場 課

　・　　　　　 〃� 港 湾 課

　・急傾斜地崩壊危険区域の指定（３件）� 砂 防 課

◎　公　告

　・大規模小売店舗立地法に基づく市町村の意見� 経 営 支 援 課

　・肥料登録の有効期間の更新� 農業イノベーション推進室

　・土地改良区の役員の就退任� 農 村 整 備 課

　・県営土地改良事業の工事の完了� 〃

　・測量の実施（４件）� 建 設 企 画 課

◎　公安委員会規則

　○�銃砲刀剣類所持等取締法施行令の一部を改正する政令の施行に伴う関係規則の整

理に関する規則� 生 活 安 全 企 画 課

◎　正　誤

　・令和５年８月25日付け長崎県公報第11244号中� 漁 港 漁 場 課

　長崎県漁業調整規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　令和６年８月30日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

長崎県規則第28号

　　　長崎県漁業調整規則の一部を改正する規則

　長崎県漁業調整規則（令和２年長崎県規則第44号）の一部を次のように改正する。

　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

改正後 改正前

　（知事による漁業の許可）

第�４条　法第57条第１項の農林水産省令で定める漁業のほ

か、次に掲げる漁業（第３号、第４号、第17号、第19号

から第21号まで、第24号及び第29号に掲げる漁業にあって

は、組合員行使権者が営む当該組合員行使権の内容たる当

　（知事による漁業の許可）

第�４条　法第57条第１項の農林水産省令で定める漁業のほ

か、次に掲げる漁業（第３号、第４号、第17号、第19号

から第21号まで、第24号及び第29号に掲げる漁業にあって

は、組合員行使権者が営む当該組合員行使権の内容たる当

　　　　目　　　　　次

　　　　規　　　　　則
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　�該漁業を除く。）を営もうとする者は、同項の規定に基づ

き、知事の許可を受けなければならない。

　～　略

　　すくい網漁業　略

　～　略

２　略

　（許可番号を表示しない船舶の使用禁止）

第31条　略

２�　小型機船底びき網漁業、ごち網漁業又は沖合ごち網漁業

の許可を受けた者は、当該許可がその効力を失い、又は取

り消された場合には、速やかに、前項の規定によりした表

示を消さなければならない。

　（遊漁者等の漁具漁法の制限）

第�45条　何人も、海面において次に掲げる漁具又は漁法以外

の漁具又は漁法により水産動植物を採捕してはならない。

　～　略

　�　やす（ゴム、ばねその他の発射装置を有するものを除

く。）、は具

２　略

様式第１号（第31条関係）

漁業 様式

略

ごち網漁業 ゴチ　　47

沖合ごち網漁業 沖ごち　47

備　考

　本県記号の次は許可番号であって、各文字及び数字の大き

さは10センチメートル以上、太さは３センチメートル以上、

間隔は３センチメートル以上とする。ただし、沖合ごち網漁

業にあっては各文字及び数字の大きさは15センチメートル以

上、太さは３センチメートル以上、間隔は５センチメートル

以上とする。

　�該漁業を除く。）を営もうとする者は、同項の規定に基づ

き、知事の許可を受けなければならない。

　～　略

　　すくい漁業　略

　～　略

２　略

　（許可番号を表示しない船舶の使用禁止）

第31条　略

２�　小型機船底びき網漁業、ごち網漁業及び沖合ごち網漁業

の許可を受けた者は、当該許可がその効力を失い、又は取

り消された場合には、速やかに、前項の規定によりした表

示を消さなければならない。

　（遊漁者等の漁具漁法の制限）

第�45条　何人も、海面において次に掲げる漁具又は漁法以外

の漁具又は漁法により水産動植物を採捕してはならない。

　～　略

　　やす、は具

２　略

様式第１号（第31条関係）

漁業 様式

略

ごち網漁業及び沖合ごち網漁業 ゴチ　　47

備　考

　本県記号の次は許可番号であって、各文字及び数字の大き

さは10センチメートル以上、太さは３センチメートル以上、

間隔は３センチメートル以上とする。

　　　附　則

　（施行期日）

１�　この規則は、公布の日から施行する。ただし、改正後の長崎県漁業調整規則第45条第１項第７号の規定は、

公布の日から起算して６月を経過した日から施行する。

　（罰則の経過措置）

２　この規則の施行の日前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。

　長崎県財務規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　令和６年８月30日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

長崎県規則第29号

　　　長崎県財務規則の一部を改正する規則

　長崎県財務規則（昭和39年長崎県規則第23号）の一部を次のように改正する。

　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

改正後 改正前

　（見積書の徴取等）

第106条　略

２　略

３�　前２項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる場合は、

見積書の徴取を省略することができる。

　～　略

　（見積書の徴取等）

第106条　略

２　略

３�　前２項の規定にかかわらず次の各号に掲げる場合は、見

積書の徴取を省略することができる。

　～　略
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　�　１件の予定価格が10万円を超えないもの（物件の売払

いの場合を除く。）

　　略

　�　１件の予定価格が３万円を超えないもの（物件の売払

いの場合を除く。）

　　略

　　　附　則

　この規則は、令和６年９月１日から施行する。

長崎県告示第467号

　公有水面埋立法（大正10年法律第57号）第22条第１項の規定により、次のとおり公有水面埋立ての竣功を認可

した。

　なお、その関係書類を次のとおり閲覧に供する。

　　令和６年８月30日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

１　埋立ての竣功認可年月日　　　　令和６年８月30日

２　埋立ての竣功認可を受けた者の住所氏名

　　名　　　称　佐世保市

　　所　在　地　長崎県佐世保市八幡町１番10号

　　代表者氏名　佐世保市長　宮島　大典

　　代表者住所　長崎県佐世保市八幡町１番10号

３　埋立ての区域

　　位　置　�長崎県佐世保市鹿町町長串1462番１、1382番２、1382番17、1382番20、1382番４、1382番６、

1382番10、1382番11、1089番14、1089番28、1089番29、1089番33、1089番16地先

　　区　域　省略（閲覧図書のとおり）

　　面　積　16,090.99平方メートル

４　埋立地の用途

　　漁港施設用地

５　埋立免許年月日及び番号

　　平成18年12月13日付け長崎県指令18水計許第８号

６　閲覧場所

　　長崎県佐世保市八幡町１番10号　佐世保市役所

長崎県告示第468号

　公有水面埋立法（大正10年法律第57号）第22条第１項の規定により、次のとおり公有水面埋立ての竣功を認可

した。

　なお、その関係書類を次のとおり閲覧に供する。

　　令和６年８月30日

� 瀬戸港港湾管理者　長崎県　　　　

� 代表者　長崎県知事　大石　賢吾　

１　埋立ての竣功認可の年月日

　　令和６年８月19日

２　竣功認可を受けた者の名称及び所在地並びに代表者の氏名及び住所

　　名　称　長崎県

　　所在地　長崎県長崎市尾上町３番１号

　　代表者の氏名　長崎県知事　大石　賢吾

　　代表者の住所　長崎県長崎市尾上町３番１号

３　埋立区域

　　位置

　　　�西海市大瀬戸町瀬戸福島郷字次瀬ノ元1555番15から1555番17、1555番８、1557番２、1557番３、同所字小

　　　　告　　　　　示
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瀬戸脇1559番16及び同所字焼島1584番１並びに同所字小瀬戸脇1559番17、1576番10、1576番２、1576番５、

1576番14、同所字焼島1584番３及び1584番１に隣接する防潮堤の地先公有水面

　　区域

　　　省略（閲覧図書のとおり）

　　面積

　　　43,896.09平方メートル

４　埋立地の用途

　　公園用地、漁業関連用地、住宅用地

５　埋立ての免許の年月日及び番号

　　平成９年２月14日

　　長崎県指令８港許第69号

６　閲覧場所

　　西海市大瀬戸町瀬戸樫浦郷2222

　　西海市役所

長崎県告示第469号

　急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年法律第57号）第３条第１項の規定により、次の区域

を昭和59年７月13日長崎県告示第545号による横尾地区急傾斜地崩壊危険区域に追加指定する。

　なお、その関係図書は、長崎県土木部砂防課及び長崎県長崎振興局建設部において縦覧に供する。

　　令和６年８月30日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

指定区域の名称 　横尾（追加）

所
　
在

　
地

市 町 名 大　　字 字 地　　番

長崎市 横尾１丁目
1374番４の一部、1374番６の一部、1374番８の一部、1374番10の一部、

1374番12の一部、1374番14の一部、1374番110の一部

時津町 元村郷 三反田
1371番１の一部、1371番２の一部、1371番３、1372番１の一部、1372

番５の一部、1372番10の一部、1372番39の一部、1372番40、1372番41

長崎県告示第470号

　急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年法律第57号）第３条第１項の規定により、次の区域

を急傾斜地崩壊危険区域として指定する。

　なお、その関係図書は、長崎県土木部砂防課及び長崎県長崎振興局建設部において縦覧に供する。

　　令和６年８月30日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

指定区域の名称 　茂木（６）【公共】

所
　
在

　
地

市 町 名 大　　字 字 地　　番

長崎市 茂木町

51番１の一部、58番、70番、70番１、70番３の一部、70番４、71番１

の一部、71番３、72番１の一部、72番３、99番１の一部、99番２、100

番１の一部、100番２、101番、102番、102番１の一部、102番２、103

番１の一部、103番２、104番１の一部、104番２、105番１の一部、105

番２、112番１の一部、112番４、113番、119番１の一部、119番２の一部、

119番３の一部、119番４、119番５、120番１の一部、120番２、121番

１の一部、121番２、123番１の一部、124番の一部、126番１の一部、

126番２
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長崎県告示第471号

　急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年法律第57号）第３条第１項の規定により、次の区域

を急傾斜地崩壊危険区域として指定する。

　なお、その関係図書は、長崎県土木部砂防課及び長崎県長崎振興局建設部において縦覧に供する。

　　令和６年８月30日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

指定区域の名称 　葉山２丁目（４）

所 

在 

地

市 町 名 大　　字 字 地　　番

長崎市 葉山２丁目 217番３の一部、217番４、217番７

　　　大規模小売店舗立地法に基づく市町村の意見（公告）

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という。）第５条第１項の届出に対し、同法第８条

第１項の規定に基づく意見書の提出があったので、同法第８条第３項の規定により公告するとともに縦覧に供す

る。

　　令和６年８月30日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　スーパーセンタートライアル佐世保大塔店

　　長崎県佐世保市大塔町1979番１　ほか

２　届出の概要

　　届出者の氏名又は名称及び住所

　　　株式会社トライアルカンパニー　代表取締役　石橋　亮太

　　　福岡県福岡市東区多の津一丁目12番２号

　　大規模小売店舗の新設

　　　大規模小売店舗内の店舗面積の合計　1,845平方メ－トル

３　意見書の概要

　　意見書を提出した者

　　　佐世保市長　宮島　大典

　　意見書の内容

　　〔設置者、建物の概要〕

　　　①�事前予測結果と開店後の状況に大きな乖離が生じた場合には、再度調査・予測を実施した上で、必要な

追加的対応策を講じていくこと。

　　　②佐世保市中高層建築物等建築指導要綱

　　　　�届出の対象規模は、最高高さが10ｍを超え、かつ、地階を除く階数が３以上のものです。また、延べ面

積が1,000㎡を超える大規模店舗についても同様に届出が必要です。

　　　③建築リサイクル法について

　　　　500㎡以上の新築については届出が必要です。

　　　④住居表示について

　　　　当該敷地については住居表示実施区域外です。

　　　⑤都市計画法第29条

　　　　�市街化区域で1,000㎡を超える開発行為（区画形質の変更）があるため、都市計画法第29条による開発

許可が必要です。許可申請については現在協議中です。

　　　⑥国土利用計画法について

　　　　�市街化区域で2,000㎡以上の土地取引には、国土利用計画法に基づく土地売買届出が必要です。一定面

　　　　公　　　　　告
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積以上の土地をこれから取得される場合は、契約締結日から起算して２週間以内に提出してください。

　　〔駐車需要の充足等〕

　　　①�開業後の買い物客等の車両による交通環境が悪化した場合は、道路改良等の必要性の検討、当該検討結

果に基づく対策の実施について、市土木部と協議を行い、開業の影響による部分について、必要な措置

（負担）を講じること。

　　〔騒音の発生にかかる事項〕

　　　①�騒音予測地点ａ～ｃにおいて、夜間の規制基準値を上回ることが予想されるため、届出書記載の騒音対

策を確実に実施し、営業活動に起因した生活環境に係る苦情があった場合は、誠意を持って対応するこ

と。

　　〔廃棄物にかかる事項等〕

　　　　（事業者の基本的責務）

　　　　�　佐世保市では、佐世保市廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例第11条（事業者の基本的責務）

で、「事業者は、その事業系廃棄物を自らの責任において適正に処理しなければならない。」と定めてお

ります。

　　　　�　さらに同条例第17条で、多量に一般廃棄物を排出する事業者を「多量排出事業者」と位置付け、その

定義のひとつとして、同条例施行規則第４条で「建物内の店舗面積（大規模小売店舗立地法第２条第１

項に規定する店舗面積をいう。）の合計が500㎡以上の小売店舗において事業を行う者」と定めていま

す。

　　　　�　今回の届出内容はこの多量排出事業者に該当することになりますので、条例に基づき、以下の事業者

責務を果たしていただくことになります。

　　　①�事業系一般廃棄物の減量等に関する計画書（該当年度）及び事業系一般廃棄物の適正処理に関する実績

報告書（前年度）を作成し、市長（環境部）に提出してください。（毎年５月31日〆切）

　　　②�事業所から排出される廃棄物の減量化及び資源化、並びに適正処理を推進するための責任者（廃棄物管

理責任者）を選任し、市長（環境部）に届け出てください。

　　　　この廃棄物管理責任者をリーダーとして、事業所から排出される廃棄物の管理を確実に行って下さい。

　　　　（指摘事項）

　　　①�廃棄物の排出抑制及び減量化のため、資源回収業者に有価売却するなど、資源化に積極的に取り組んで

ください。

　　　②�敷地内の廃棄物保管施設においては、「産業廃棄物」、「一般廃棄物」の保管施設である旨の表示を、見

えやすい位置に行って下さい。

　　　③産業廃棄物は廃棄物の種別ごとに表示を行い、仕切りを設けてください。

　　　※�産業廃棄物の保管については、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第12条（事業者の処理）第１項、及

び同施行規則第８条（産業廃棄物保管基準）第１号に規定されていますので、これを遵守してくださ

い。

　　〔街並みづくり等への配慮等〕

　　　①長崎県福祉のまちづくり条例について

　　　　�令和６年３月11日に届出済です。内容については適法であり問題ありません。また、完了後には完了届

が必要となります。

４　関係書類の縦覧

　　縦覧期間

　　　公告の日から１月間

　　縦覧場所

　　　�県政情報コーナー（県庁１階県政資料閲覧エリア内）、長崎県県北振興局商工水産部商工観光課及び佐世

保市経済部商工労働課

　　　肥料登録の有効期間の更新（公告）

　肥料の品質の確保等に関する法律（昭和25年法律第127号）第12条第２項の規定により、次のとおり肥料登録

の有効期間を更新した。

　　令和６年８月30日

� 長崎県知事　大石　賢吾　
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登録番号 肥料の種類 肥料の名称 保証成分量 住所または所在地 氏名または名称
登録

年月日

登録の

有効期間

長崎県肥

第603号

肉骨粉 大元肉骨粉

第514号

窒素全量

� 5.0％

りん酸全量

� 14.0％

佐賀県佐賀市巨勢町東西

276番地３

大日興産株式会社

代表取締役

大倉　一夫

平成12年

９月11日

令和６年

９月11日

から

令和12年

９月10日

　　　土地改良区の役員の就退任（公告）

　土地改良法（昭和24年法律第195号）第18条第17項の規定により、山田土地改良区から次のとおり役員の就退

任の届出があった。

　　令和６年８月30日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

就　　任　　役　　員

理　　　　事

退　　任　　役　　員

理　　　　事

氏　名 住　所 氏　名 住　所

蜜　山　隆　満 平戸市生月町山田免280番地 藤　永　和　之 平戸市生月町山田免386番地

岩野上　陽　敬 平戸市生月町山田免2167番地 岩野上　陽　敬 平戸市生月町山田免2167番地

松　永　陽　市 平戸市生月町山田免1438番地 障　子　末　義 平戸市生月町山田免1356番地２

米　倉　義　人 平戸市生月町山田免443番地 平　松　栄　二 平戸市生月町山田免286番地

蜜　山　武　志 平戸市生月町山田免485番地 岩　崎　　　昇 平戸市生月町山田免166番地

大　石　勝　律 平戸市生月町山田免679番地 大　石　勝　律 平戸市生月町山田免679番地

石　山　富　啓 平戸市生月町山田免982番地１ 石　山　富　啓 平戸市生月町山田免982番地１

就　　任　　役　　員

監　　　　事

退　　任　　役　　員

監　　　　事

氏　名 住　所 氏　名 住　所

富　岡　　　敏 平戸市生月町山田免807番地１ 蜜　山　隆　満 平戸市生月町山田免280番地

小　楠　充　信 平戸市生月町山田免732番地 富　岡　　　敏 平戸市生月町山田免807番地１

舩　原　正　司 平戸市生月町山田免994番地 舩　原　正　司 平戸市生月町山田免994番地

　　　県営土地改良事業の工事の完了（公告）

　次の県営土地改良事業は、工事を完了した。

　　令和６年８月30日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

地区名 事業の名称 工事着手時期 工事完了時期

有喜南部
農業競争力強化基盤整備事業（農地整備事業

（耕作放棄地型））
平成28年４月11日 令和５年９月27日

　　　測量の実施（公告）

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条の規定において準用する同法第14条第１項の規定により、長崎港湾漁
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港事務所長から公共測量（基準点測量）を次のとおり実施する旨の通知があった。

　　令和６年８月30日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

公共測量実施の地域及び期間

地　　　　　域 期　　　間

長崎市太田尾町
令和６年７月19日から

令和６年11月15日まで

　　　測量の実施（公告）

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条の規定において準用する同法第14条第１項の規定により、県央振興局

長から公共測量（路線測量）を次のとおり実施する旨の通知があった。

　　令和６年８月30日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

公共測量実施の地域及び期間

地　　　　　域 期　　　間

諫早市森山町唐比東（一部）
令和６年９月６日から

令和７年１月８日まで

　　　測量の実施（公告）

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条の規定において準用する同法第14条第１項の規定により、五島振興局

長から公共測量（基準点測量）を次のとおり実施する旨の通知があった。

　　令和６年８月30日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

公共測量実施の地域及び期間

地　　　　　域 期　　　間

南松浦郡新上五島町
令和６年９月２日から

令和７年２月８日まで

　　　測量の実施（公告）

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条の規定において準用する同法第14条第１項の規定により、向月土地改

良区理事長から公共測量（向月地区確定測量業務）を次のとおり実施する旨の通知があった。

　　令和６年８月30日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

公共測量実施の地域及び期間

地　　　　　域 期　　　間

平戸市野子町
令和６年９月９日から

令和７年３月19日まで
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　銃砲刀剣類所持等取締法施行令の一部を改正する政令の施行に伴う関係規則の整理に関する規則をここに公

布する。

　　令和６年８月30日

� 長崎県公安委員会委員長　安部　惠美子　

長崎県公安委員会規則第８号

　　　銃砲刀剣類所持等取締法施行令の一部を改正する政令の施行に伴う関係規則の整理に関する規則

　（射撃教習の教習資格認定証の有効期間を定める規則の一部改正）

第�１条　射撃教習の教習資格認定証の有効期間を定める規則（昭和55年長崎県公安委員会規則第９号）の一部

を次のように改正する。

　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

改正後 改正前

　銃砲刀剣類所持等取締法施行令（昭和33年政令第33号）第

33条第２項の規定に基づく教習資格認定証の有効期間は、認

定のあった日から３月とする。

　銃砲刀剣類所持等取締法施行令（昭和33年政令第33号）第

26条第２項の規定に基づく教習資格認定証の有効期間は、認

定のあった日から３月とする。

　（銃砲刀剣類所持等取締法に基づく医師の指定に関する規則の一部改正）

第�２条　銃砲刀剣類所持等取締法に基づく医師の指定に関する規則（平成21年長崎県公安委員会規則第９号）

の一部を次のように改正する。

　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

改正後 改正前

　（医師の指定）

第�１条　銃砲刀剣類所持等取締法（昭和33年法律第６号。以

下「法」という。）第４条の３第２項（法第７条の３第３

項において準用する場合を含む。）の診断を行う医師の指

定は、介護保険法（平成９年法律第123号）第５条の２第

１項に規定する認知症（以下「認知症」という。）の診断

について特に専門的な知識及び技能を有すると認められる

医師のうちから行うものとする。

２�　法第12条の３の診断を行う医師の指定は、次の表の左欄

に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる医師の

うちから行うものとする。

診断の対象者 医師

法第５条第１項第３号に規定する

政令で定める病気（銃砲刀剣類所

持等取締法施行令（昭和33年政

令第33号。以下「令」という。）

第11条第３号に掲げる病気を除

く。）にかかっている者並びに法

第５条第１項第４号及び第５号に

掲げる者であるかどうかを調査す

る必要があると認める者

略

令第11条第３号に掲げる病気にか

かっている者であるかどうかを調

査する必要があると認める者

略

略

３�　前２項の医師の指定は３年以内とし、再指定を妨げない

ものとする。

　（医師の指定）

第�１条　銃砲刀剣類所持等取締法（昭和33年法律第６号。以�

下「法」という。）第４条の３第２項（法第７条の３第３

項において準用する場合を含む。）の規定による診断を行

う医師の指定は、介護保険法（平成９年法律第123号）第

５条の２第１項に規定する認知症（以下「認知症」とい

う。）の診断について特に専門的な知識及び技能を有する

と認められる医師のうちから行うものとする。

２�　法第12条の３の規定による診断を行う医師の指定は、次

の表の左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲

げる医師のうちから行うものとする。

診断の対象者 医師

法第５条第１項第３号に規定する

政令で定める病気（銃砲刀剣類所

持等取締法施行令（昭和33年政

令第33号。以下「令」という。）

第８条第３号に定める病気を除

く。）にかかっている者並びに法

第５条第１項第４号及び第５号に

掲げる者であるかどうかを調査す

る必要があると認める者

略

令第８条第３号に定める病気にか

かっている者であるかどうかを調

査する必要があると認める者

略

略

３�　前２項の規定による医師の指定は３年以内とし、再指定

を妨げないものとする。

　　　附　則

　　　　公安委員会規則
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　この規則は、公布の日から施行する。

　令和５年８月25日付け長崎県公報第11244号中誤りがあったので、次のとおり訂正する。

ページ 行 誤 正
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